ＣＳＲコミュニケーションとその課題
　　　　細谷　和丈　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．環境省［環境にやさしい企業行動調査］から見えること。（平成17度版）
 [Q１]ＣＳＲ等の情報を公開しているか。　
	
	企業数
	％

	①公開
	1399
	55.4

	②非公開
	1127
	44.6

	合計
	2524
	100


大企業といえども情報開示をしている企業は55.4%（1399社）とまだまだが少ない。

 [Q2]情報公開の目的は何か。（複数回答）
	
	企業数
	％

	①社会的責任
	1039
	74.3

	②コミュニケーション
	972
	69.5

	④取組みのＰＲ
	776
	55.5

	⑤環境教育等
	655
	46.8


目的として、環境責任やステークホルダとのコミュニケーションをあげる企業が多い。
[Q3]報告書の作成･公表をしているか。
	
	企業数
	％

	①作成
	801
	57.8

	②非作成
	597
	42.7

	合計
	1399
	100


報告書を作成･公表している企業は57.8%(801社)とまだ広がりが少ない。

[Q4]社会的･経済的側面を含んでいるか。
	
	企業数
	％

	①記載あり
	399
	49.8

	②記載なし
	402
	50.7

	合計
	801
	100


CSRを記載した報告書がようやく50%に
なる。

[Q5]公表される報告書の名前は。

	
	企業数
	％

	①環境･社会報告書
	445
	55.6

	②CSR報告書
	208
	26.0

	③その他
	148
	18.0

	合計
	801
	100


Q4の内容より名前が多少先行している。
[Q6]その他情報公開の手段は。（複数回答）
	
	企業数
	％

	ホームページ
	977
	69.8

	工場見学
	560
	40.0

	有価証券報告書
	277
	19.8

	報告書のみ
	85
	6.1

	SHダイアログ
	171
	12.2


大部分の企業がホームページと報告書を併用している。SH(stakeholder) ダイアログ
も171社でやっていると回答している。
２．最近のSHダイアログと課題
一時期、著名なファシリテータを使って参加者を集める方式のダイアログがはやったが、最近あまり見られなくなった。その多くは、中断したり、タウンミーテング等に名前を変え、縮小して開催している。そんな中で、松下は昨年インタネット（SNS）を利用した「CSR対話」を試行した。縁があって私も参加したが、顔を合わせたことのない、キャリアも年齢も違う6人が［21世紀に尊敬される企業とは？」をテーマに15日間に亘り討論をすれば、言葉（文字）の意味の採り違いから感情を害する事態も発生する。事務局の仲裁で、収まったが
「Web対話」の危さを再認識した。
＜自己プロフィール＞　和幸経営・環境研究所代表・多摩北部診断士会会長・ＴＡＭＡコーデネータ・サイバーシルクロードアドバイザー、創業・経営革新の支援・コーデイネート、資金調達公的助成金を活用する為のビジネスプラン作成支援、新連携の連携体構築・事業化支援等

